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【韓国】民間人国政介入疑惑事件に係る特別検察官法 
海外立法情報課 藤原 夏人 

 

＊2016 年 11 月 22 日、「朴槿恵政府の崔順実等民間人による国政壟断（ろうだん）疑惑事

件究明のための特別検察官の任命等に関する法律」が公布・施行された。 

 

 

1 特別検察官の任命等に関する法律 

韓国では 1999 年以降、特別検察官制度が導入されている。特別検察官制度とは、通常

の検察の捜査では政治的中立の確保が困難とされる事件（大統領周辺、政府高官等の関与

が疑われる事件）等について、国会において個別の事案ごとに特別検察官に係る法律を制

定し、当該法律の規定に基づいて大統領が任命する特別検察官が、通常の検察組織から独

立して事件の捜査等を行うものである。  

この制度は毎回、個別の事案ごとに法律の制定を要したため、制度の円滑な運用に支障

があるとして、国会では特別検察官の常設化が継続して議論されてきたが、2014 年 2 月 28

日、特別検察官の常設化を公約に掲げた朴槿恵（パク・クネ）政権の下で、「特別検察官の

任命等に関する法律」（以下「2014 年特検法」）案が国会本会議で可決された（同年 3 月 18

日公布、同年 6 月 19 日施行）。2014 年特検法制定後も、事案ごとに特別検察官を任命する

点は同じであり、文字どおりの常設化には至らなかったが、任命手続等が法律で定められ

たことにより、個別の事案ごとに法律を制定することなく制度を運用できるようになった。 

 

2 民間人国政介入疑惑事件と特別検察官の任命  

 2016 年 7 月下旬以降、韓国マスメディアにより、朴大統領周辺（長年の知人とされる民

間人の崔順実（チェ・スンシル）氏、大統領秘書官等）による国家機密流出、企業に対す

る特定財団への出資・寄付の強要等の様々な疑惑が報じられ、10 月以降、関係者が次々と

逮捕された（崔順実氏の逮捕は 10 月 31 日）。これらの不正への自身の関与についての疑惑

を向けられた朴大統領は 11 月 4 日、特別検察官による捜査の受入れを表明した。  

 与党は当初、既に制定されていた 2014 年特検法の規定に基づいて特別検察官を任命する

よう主張した。それに対し野党は、2014 年特検法の規定では政府・与党側の人物が任命さ

れる可能性を排除できないことから、2014 年特検法制定前のように、今回の事案のために

別に法律を制定し、野党が推薦する候補を任命することを要求した。与野党は最終的に、

野党が特別検察官候補を推薦すること等を規定した新法を制定することで合意し、2016 年

11 月 17 日、「朴槿恵政府の崔順実等民間人による国政壟断疑惑事件究明のための特別検察

官の任命等に関する法律」（以下「崔順実特検法」）案が本会議で可決された。  

 

3 制定法の概要 

崔順実特検法は、本則 22 か条及び附則から成る。2014 年特検法との最も大きな相違点

は、特別検察官の任命方法にある。崔順実特検法では、与党セヌリ党は特別検察官の推薦
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には一切関与せず、共に民主党（野党第 1 党）と国民の党（野党第 2 党）が推薦する候補

2 人の中から 1 人を大統領が任命する。その他にも、捜査体制・期間の拡大、裁判期間の

短縮、被疑事実以外の捜査の過程を国民に報告できる旨の明記等が異なっている。  

 

表 2014 年特検法と崔順実特検法の比較 

区分  2014 年特検法  崔順実特検法  

捜査対象  
・国会本会議で議決した事件  
・法務部（部は省に相当）長官が特別検察

官による捜査が必要と判断した事件  

・14 の疑惑事件（国家機密漏えい、企業

に対する特定財団への出資・寄付の強

要、崔順実氏の子の大学不正入学等）

・上記疑惑事件の捜査の過程で認知され

た関連事件  

特別検察官  
任命手続  

・特別検察官候補推薦委員会（国会に設置

され国会推薦委員 4 人を含む 7 人で構成）

が候補 2 人を推薦し 1 人を大統領が任命

・共に民主党と国民の党が候補 2 人を推

薦し 1 人を大統領が任命  

捜査体制  

・特別検察官：1 人  
・特別検察官補：2 人  
・特別捜査官：30 人以内  
・派遣検察官：5 人以内  
・派遣公務員：30 人以内  

・特別検察官：1 人  
・特別検察官補：4 人  
・特別捜査官：40 人以内  
・派遣検察官：20 人以内  
・派遣公務員：40 人以内  

捜査期間  
・準備期間：20 日（準備期間は捜査禁止）

・捜査期間：60 日  
・延長：30 日（大統領の承認必要）  

・準備期間：20 日（捜査禁止規定なし）

・捜査期間：70 日  
・延長：30 日（大統領の承認必要）  

裁判期間  ・1 審：6 か月以内、2・3 審：3 か月以内  ・1 審：3 か月以内、2・3 審：2 か月以内

備考  
・崔順実特検法は派遣公務員に対し所属機関での報告禁止を明記（第 8 条第 3 項）  
・崔順実特検法は被疑事実以外の捜査の過程を国民へ報告できる旨を明記（第 12 条）

（出典）  崔順実特検法案の検討報告書等を基に筆者作成。  

 

4 その後の動き 

2016 年 12 月 1 日、特別検察官に朴英洙（パク・ヨンス）元ソウル高等検察庁検事長が

任命され、朴大統領の任命状が授与された。同特別検察官は、捜査領域・対象を制約せず、

徹底した捜査を行うことを明らかにした。崔順実特検法に明記された 14 の捜査対象事件に

は、朴大統領の名前は明示されていないが、捜査の過程で認知された関連事件も捜査対象

に含まれるため、今後、朴大統領も捜査対象となる可能性がある。また、特別検察官によ

る捜査とは別に、真相究明のための国会の国政調査が、2016 年 11 月 17 日から 2017 年 1

月 15 日までの 60 日間の予定で実施されている（本会議の議決により 30 日間延長可能）。  

さらに国会では 2016 年 12 月 9 日、本会議において、朴大統領に対する弾劾訴追案が可

決された。これにより朴大統領の大統領権限は停止され、現在、黄教安（ファン・ギョア

ン）国務総理が大統領権限を代行している。朴大統領が弾劾されるか否かは、今後の憲法

裁判所の弾劾審判によって最終的に判断されるが、朴大統領を罷免する決定が下された場

合は、憲法第 68 条第 2 項の規定により、60 日以内に大統領選挙が実施される。  
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